
証券コード　7066
2023年12月７日

（電子提供措置の開始日）2023年11月30日

株　主　各　位
東京都港区西新橋二丁目９番１号
Ｐ Ｍ Ｏ 西 新 橋 ビ ル ５ 階

株 式 会 社 ピ ア ズ
代表取締役社長  桑 野 　 隆 司

１．日 時 2023年12月22日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）

２．場 所 東京都千代田区内幸町１丁目３番１号幸ビルディング

ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター12階　ルーム12Ｃ

（日時及び会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は末尾の「株主総会会
場ご案内図」をご参照のうえ、お間違えのないようにご注意ください。）

第22期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第22期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事
項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載し
ておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い
申し上げます。
【当社ウェブサイト】
https://peers.jp/ir/meeting

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェ
ブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ピアズ」又は
「コード」に当社証券コード「7066」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」
を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認く
ださい。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を
行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、後述の
「議決権行使についてのご案内」に従いまして、2023年12月21日（木曜日）午後６時30分
までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。
　また、株主総会当日は、ご自宅等でも株主総会の模様をご覧いただけるようインターネ
ットライブ中継を行うとともに、インターネットを通じて株主様からのコメントも受け付
けます。詳細については、５頁に記載の「ハイブリッド参加型バーチャル株主総会のご案
内」をご参照いただきますようお願い申し上げます。

敬　具

記
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３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第22期（2022年10月１日から2023年９月30日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

２. 第22期（2022年10月１日から2023年９月30日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

剰余金処分の件
取締役３名選任の件

     
以　上

◎当日ご来場の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。

◎書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛
否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェブサイト及
び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお
送りいたしますが、当該書面は、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、次に掲げる
事項を除いております。
①　連結計算書類の「連結注記表」
②　計算書類の「個別注記表」
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会
計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類
の一部であります。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくだ
さいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

議決権行使書用紙を会場受

付にご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に

対する賛否をご表示のう

え、ご返送ください。

次頁の案内に従って、議案

に対する賛否をご入力くだ

さい。

日　時 行使期限 行使期限

2023年12月22日（金曜日）

午前10時（受付開始：午前９時30分）

2023年12月21日（木曜日）

午後６時30分到着分まで

2023年12月21日（木曜日）

午後６時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

こちらに議案の賛否を
ご記入ください。

第１号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の
番号をご記入ください。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行

使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使

をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

ＱＲコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力するこ

となく議決権行使ウェブサイトにログインする

ことができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが

PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の

「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、

再度議決権行使をお願いいたします。

※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ

遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。
3

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

（受付時間　９：00～21：00）
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https://forms.gle/asYrpTyw2tdRC2qq7

ハイブリッド参加型バーチャル株主総会のご案内

　本株主総会当日に会場へご出席されない株主様のために、ハイブリッド参加型
バーチャル株主総会（以下、「バーチャル株主総会」といいます。）を開催し、
株主の皆様には、オンライン会議ツールより株主総会にご参加いただけますの
で、以下の通りご案内申し上げます。

１. ハイブリッド参加型バーチャル株主総会とは
　ハイブリッド参加型バーチャル株主総会とは、リアル株主総会の開催に加
え、リアル株主総会開催場所に在所しない株主様が、株主総会への法律上の
「出席」を伴わずに、インターネット等の手段を用いて審議等を確認・傍聴す
ることができる株主総会をいいます。

２. バーチャル参加に関するお手続き
　バーチャル参加される株主様は12月18日（月曜日）午後６時30分までに下記
の申込フォームよりお申込ください。
　バーチャル参加に必要な情報や詳細につきましては、お申込いただいた株主
様に追ってご案内いたします。

　お申込フォーム

３. バーチャル株主総会に関するご注意事項
①ご出席いただいた株主様の肖像権・プライバシー等に配慮し、可能な範囲に

おいて株主様の容姿が撮影されないようにいたしますが、やむを得ず映り込
んでしまう場合がございますので、併せてご了承賜りますようお願い申し上
げます。

②ライブ配信をご視聴いただくための通信料につきましては、株主様にてご負
担くださいますようお願い申し上げます。また、ご使用の機器やネットワー
ク環境によってはご視聴いただけない場合がございます。

③万一、何らかの事情により中継が行えない場合は、当社ホームページにてお
知らせいたします。

④ライブ配信をご視聴の株主様は、株主総会に「出席」したものとは取り扱わ
れない点、ご承知おきください。議決権行使につきましては、事前の書面及
びスマート行使による方法をご検討ください。

⑤お送りいただいたコメント等については、必ずしもお答えできない場合があ
りますので予めご了承ください。
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(2022年10月１日から
2023年９月30日まで)

（提供書面）

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の経

済活動の制限が緩和されるなど、緩やかな景気回復の動きが見られまし

た。しかしながら、ロシア・ウクライナ情勢や急速な円安進行による資源

価格の高騰等による影響など、今後の国内の景気の先行きは依然として不

透明な状態となっております。

　そのような中、当社グループは、「いつかの未来を、いつもの日々に～

New Normal Acceleration～」をコンセプトに掲げ、新たなモノ・コトを

積極的に活用していくための活動を社会に広げていくことに取り組んでお

ります。当社は設立以来、通信業界をメインステージに事業を展開してま

いりましたが、既存のビジネス領域からオンライン接客などの店舗DX事業

を中心に領域拡大を行い、先行投資を行うことで、中長期的な成長に向け

た事業ポートフォリオの強化を行っております。

　当連結会計年度においては、店頭に設置したタブレット端末を通じてお

客様とオンライン上で非対面型の接客を行う、オンライン接客サービスの

需要が、昨年度に引き続き増加し、安定的な収益基盤の構築に繋がりまし

た。また、コロナ禍からの経済活動の回復により、集客イベントなどのセ

ールスプロモーション事業が昨年度より大きく改善いたしました。

　さらに、昨年度までのコロナ禍による事業影響への対応として全社的に

取り組んできたコスト最適化の施策がグループ全体での経営の筋肉質化に

つながり、利益率の増加に貢献いたしました。

　これらの結果、当連結会計年度の経営成績は、売上高5,627百万円（前

年同期比48.3％増）、営業利益426百万円（前年同期比637.3％増）、経常

利益407百万円（前年同期比447.8％増）となりました。他方で、コロナ禍

で推進してきた「RemoteworkBOX」(リモートワークボックス)事業におい

て、現在の事業環境及び今後の業績見通し等を勘案し、将来の収益を合理

的に見積もり慎重に検討した結果、当社連結子会社が保有する固定資産に

つき、「固定資産の減損に係る会計基準」（企業会計審議会2002年８月９

日）に基づき減損処理を行い、連結決算において減損損失196百万円を特

別損失に計上したため、親会社株主に帰属する当期純利益については319
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百万円（前年同期は親会社株主に帰属する当期純損失98万円）となりまし

た。

　なお、当社グループはコンサルティング事業を主要な事業としており、

他の事業セグメントの重要性が乏しいため、セグメント別の記載を省略し

ております。

② 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は153,485千円であります。その主なものはRemoteworkBOX設置に伴う

支出（63,876千円）、RemoteworkBOXシステムの構築（24,486千円）及び

オンライン接客システムの構築（40,865千円）によるものであります。

③ 資金調達の状況

　新株予約権の行使に伴う増資により127,237千円を調達しております。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　当社は、2022年11月１日付で当社を存続会社、当社の連結子会社であっ

た株式会社OneColorsを消滅会社とする吸収合併を行いました。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

・当社は、2022年10月19日付で株式会社ANAPの普通株式を取得しました。

その後、2023年５月17日付で株式会社ANAPの普通株式を譲渡しました。

・当社は、2022年10月31日付で株式会社ANAPの新株予約権を取得しまし

た。その後、2023年５月12日付で株式会社ANAPの新株予約権を譲渡しまし

た。

・当社は、2023年１月20日付で当社が保有するXERO株式会社の全株式を譲

渡いたしました。
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区 分
第 19 期

(2020年９月期)
第 20 期

(2021年９月期)
第 21 期

(2022年９月期)

第 22 期
(当連結会計年度)

(2023年９月期)

売 上 高 (千円) 3,484,669 3,130,354 3,793,918 5,627,622

経 常 利 益 (千円) 377,668 137,348 74,440 407,809

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に帰
属する当期純損失（△）

(千円) 238,917 52,125 △98,376 319,232

１ 株 当 た り 当 期 純 利
益 又 は １ 株 当 た り 当
期 純 損 失 ( △ )

(円) 26.78 5.74 △10.58 34.75

総 資 産 (千円) 3,138,048 3,018,410 4,400,379 4,749,681

純 資 産 (千円) 2,136,274 2,186,148 1,921,267 2,355,238

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 235.59 235.57 211.81 246.78

区 分
第 19 期

(2020年９月期)
第 20 期

(2021年９月期)
第 21 期

(2022年９月期)

第 22 期
(当事業年度)

(2023年９月期)

売 上 高 (千円) 3,450,448 2,758,210 2,688,910 3,061,553

経 常 利 益 (千円) 390,637 204,945 236,415 385,610

当 期 純 利 益 又 は 当 期
純 損 失 ( △ )

(千円) 253,153 128,351 △120,811 206,266

１ 株 当 た り 当 期 純 利
益 又 は １ 株 当 た り 当
期 純 損 失 ( △ )

(円) 28.37 14.14 △12.99 22.46

総 資 産 (千円) 3,106,896 3,050,969 3,977,749 4,430,150

純 資 産 (千円) 2,149,127 2,276,610 1,989,295 2,310,299

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 237.16 245.32 219.32 242.07

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

(注)１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、１株当たり

純資産は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。

２. 2021年10月14日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を、2023

年７月21日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており

ます。第19期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当

期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。

３．第21期に行った企業結合に係る暫定的な会計処理が第22期に確定したこ

とに伴い、第21期の連結経営成績を遡及修正しております。

②当社の財産及び損益の状況
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(注)１. １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、１株当たり

純資産は、期末発行済株式総数に基づき算出しております。

２. 当社は、2021年10月14日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分

割を、2023年７月21日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を

行っております。第19期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１

株当たり当期純利益及び１株当たり純資産を算出しております。

会社名 資本金 当社の議決権比率 事業内容

２Links株式会社 ５百万円 60％
貸事務所業、事務代
行業

株式会社Qualiagram ５百万円 100％
システム開発、コン
サルティング事業

株式会社ウィル 10百万円 100％
人材派遣、セールス
プロモーション事業

株式会社ウィルコーポレ
ーション

１百万円 100％
人材派遣、セールス
プロモーション事業

株式会社マックスプロデ
ュース

10百万円 100％
イベント制作・プロ
デュース事業

会社名 住所 株式の帳簿価額 当社の総資産額

株式会社ウィル
神奈川県横浜市西区北幸
１丁目11番15号　横浜STビル14F

1,195百万円 1,047百万円

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）１. 株式会社OneColorsは、2022年11月１日で当社を吸収合併存続会社とする吸収

合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。

２. XERO株式会社は、2023年１月20日で当社が保有する全株式を譲渡したことによ

り、連結の範囲から除外しております。

③ 特定完全子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

　当社グループは、「いつかの未来を、いつもの日々に～New Normal 

Acceleration～」をパーパスに掲げ、新たなモノ・コトを積極的に活用して

いくための活動を社会に広げていくことによって、着実に成長を続けてまい

りました。当社グループは、現状に留まることなく「先端技術やイノベーシ

ョンの社会実装」の実現に向け、以下の課題に重点的に対処してまいりま

す。

① 既存事業の強化

　基幹事業である通信業界に特化した事業においては、これまでに培った

コンサルティングノウハウを活かし、オフラインで提供していたサービス

をオンラインに切り替えるなど、事業環境の変化を踏まえたサービスを提

供しております。

　今後の既存事業における持続的な成長に向けては、AI発展等に伴う顧客

の事業環境の変化に対し適切な支援サービスを開発・提供をし続けること

で既存事業を成長させてまいります。新規顧客の獲得及び通信事業者以外

への業界への進出に加え、今まで以上にグループ会社間の連携を推進し、

人員確保による収益向上と外注から内製化によるコスト削減効果を高め、

既存事業の基盤強化に努めてまいります。

② 新たな柱となる事業の創出

　当社グループは、従来の通信業界に特化した事業に続く新たな柱となる

事業の創出が課題となっております。社会情勢や市場環境、顧客ニーズの

変化を踏まえ、新規事業創出・新市場開拓を加速し、新たな収益基盤を構

築してまいります。そのための社内体制のさらなる強化、グループ企業の

活用、業務提携やＭ＆Ａなどを必要に応じて積極的に進め、今後も持続的

な成長を目指してまいります。

③ グループマネジメント体制の構築

　既存事業に加え、新規事業やサービスの展開が加速する当社グループに

おきましては、事業ポートフォリオの転換に対応した成長領域への人的リ

ソースの再配置や業務の効率化などを推し進め、生産性の向上を図りま

す。また、経営の公正性・透明性・継続性を確保するための更なる管理体

制の強化が重要な課題であると認識しております。事業拡大に応じたコー

ポレートガバナンス・コードへの適合状況の確認や内部統制に資する業務

プロセスの整備・運用を定常的に行うことで、より透明性が高く健全な経

営管理体制を構築してまいります。
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(5) 主要な事業内容（2023年９月30日現在）

　当社は、主として通信業界におけるコンサルティングを行っております。

当社グループは、コンサルティング事業を主要な事業としており、他の事業

セグメントの重要性が乏しいため、セグメント別の記載を省略しておりま

す。

本　　社 東京都港区

２Links株式会社 本社　（東京都港区）

株式会社Qualiagram 本社　（東京都港区）

株式会社ウィル 本社　（神奈川県横浜市）

株式会社ウィルコーポレーション 本社　（神奈川県横浜市）

株式会社マックスプロデュース 本社　（東京都渋谷区）

(6) 主要な営業所（2023年９月30日現在）

①当社

②子会社

使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

445(13)名 31名減(１名増)

使 用 人 数
前事業年度末比
増 減

平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

74(13)名 24名増(１名増) 34.8歳 4.4年

(7) 使用人の状況（2023年９月30日現在）

①企業集団の使用人の状況

（注）使用人数欄の（外書）は契約社員及びパートタイマーの人員であり、年間平均雇用

人員を記載しております。

②当社の使用人の状況

（注）使用人数欄の（外書）は契約社員及びパートタイマーの人員であり、年間平均雇用

人員を記載しております。
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借　入　先 借　入　額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 935,000千円

株 式 会 社 中 京 銀 行 483,332千円

(8) 主要な借入先の状況（2023年９月30日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、2023年９月22日開催の取締役会における決議に基づき、「経営

資源の集約」、「経営の合理化」を目的とし、当社の完全子会社である株

式会社ウィル及び株式会社ウィルコーポレーションを2023年12月１日付で

吸収合併する予定です。
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(1) 発行可能株式総数 31,488,000株

(2) 発行済株式の総数 9,974,000株（自己株式432,420株含む）

(3) 株主数 3,204名

２. 株式の状況（2023年９月30日現在）

（注）2023年７月21日付で実施した株式分割（普通株式１株を２株に分割）

に伴い、発行可能株式総数は15,744,000株増加しております。

（注）１．2023年７月21日付で実施した株式分割（普通株式１株を２株に分

割）に伴い、発行済株式の総数は4,823,700株増加しております。

２．ストックオプションの行使により、発行済株式の総数は400,600株

増加しております。
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株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ３ － Ｓ Ｈ Ｉ Ｎ Ｅ 4,220,000株 44.23％

桑 野 隆 司 240,000 2.52

吉 井 雅 己 236,000 2.47

Ｊ Ｐ モ ル ガ ン 証 券 株 式 会 社 173,500 1.82

植 村 亮 仁 160,000 1.68

立 石 公 彦 140,400 1.47

細 木 祐 孝 126,000 1.32

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 122,600 1.28

楽 天 証 券 株 式 会 社 115,700 1.21

若 松 正 樹 111,400 1.17

(4) 大株主

（注）持株比率は自己株式（432,420株）を控除して計算しております。また、上記大株

主から除いております。
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第 ５ 回 新 株 予 約 権 第６回新株予約権

発 行 決 議 日 2021年９月７日 2022年３月９日

新 株 予 約 権 の 数 350個
　

2,000個
　

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 140,000株
(新株予約権１個につき400株)

　

普通株式 400,000株
(新株予約権１個につき200株)

　
新株予約権の払込金額 新株予約権１株当たり442円 新株予約権１株当たり212円

新株予約権の行使に際し
て出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
176,800円

(１株当たり　　443円)
　

新株予約権１個当たり
42,400円

(１株当たり　　213円)
　

権 利 行 使 期 間
2021年９月22日から
2031年９月22日まで

2021年９月22日から
2031年９月22日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）１

役 員 の
保有状況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 100個
目的となる株式数 40,000株
保有者数 １名

　

新株予約権の数 2,000個
目的となる株式数 400,000株
保有者数 ２名
　

監 査 役
新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名

　

新株予約権の数 －個
目的となる株式数 －株
保有者数 －名
　

３. 新株予約権等の状況

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として
交付された新株予約権の状況
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第７回新株予約権

発 行 決 議 日 2022年10月７日

新 株 予 約 権 の 数 1,015個
　

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 203,000株
(新株予約権１個につき200株)

　
新株予約権の払込金額 新株予約権１株当たり387円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
77,400円

(１株当たり　388円)
　

権 利 行 使 期 間
2022年10月31日から
2032年10月30日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の
保有状況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 -個
目的となる株式数 -株
保有者数 -名
　

監 査 役
新株予約権の数 125個
目的となる株式数 25,000株
保有者数 ２名

　

（注）新株予約権の行使の条件については以下のとおりであります。

① 本新株予約権の割当日から行使期間の終期に至るまでの間のいずれかの連続す

る21取引日間の金融商品取引所における終値の平均値が一度でも行使価額に

30％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予

約権を行使価額で行使期間の満期日までに行使しなければならないものとす

る。

② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行

可能株式総数を超過することとなるときは、本新株予約権の行使を行うことは

できない。

④ 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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第７回新株予約権

発 行 決 議 日 2022年10月７日

新 株 予 約 権 の 数 1,370個
　

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 274,000株
(新株予約権１個につき200株)

　

新株予約権の払込金額 新株予約権１株当たり387円

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり
77,400円

(１株当たり　388円)
　

権 利 行 使 期 間
2022年10月31日から
2032年10月30日まで

行 使 の 条 件 （注）１

使用人等
への交付
状 況

当 社 使 用 人
新株予約権の数 190個
目的となる株式数 38,000株
交付者数 ９名
新株予約権の数 480個
目的となる株式数 96,000株
交付者数 13名
　

子会社の役員
及 び 使 用 人

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

（注）新株予約権の行使の条件については以下のとおりであります。

① 本新株予約権の割当日から行使期間の終期に至るまでの間のいずれかの連続す

る21取引日間の金融商品取引所における終値の平均値が一度でも行使価額に

30％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予

約権を行使価額で行使期間の満期日までに行使しなければならないものとす

る。

② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行

可能株式総数を超過することとなるときは、本新株予約権の行使を行うことは

できない。

④ 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 桑 野 隆 司 代表執行役員 社長 事業統括本部長

取 締 役
栗 田 智 代
（現姓　大澤）

執行役員　管理部長

取 締 役 藤 武 寛 之

ワイズ・ペイメンツ・ジャパン株式会社 監査役
クラウドキャスト株式会社　社外取締役
一般社団法人Fintech協会　監事
一般社団法人電子決済等代行事業者協会　理事
メリービズ株式会社　社外監査役
合同会社Ｗリンク　業務執行社員
株式会社Payment Technology　社外監査役

監 査 役 植 村 亮 仁

植村亮仁公認会計士事務所　所長
税理士法人植村会計　所長
株式会社ヨシックスホールディングス　社外取締
役
株式会社ビジョナリー　社外監査役
ユケン工業株式会社　社外取締役
HSホールディングス株式会社　監査役
ROSE　LABO株式会社　監査役
株式会社ステイゴールド　社外監査役(非常勤)
株式会社ネクストワン　社外監査役(非常勤)

監 査 役 黒 田 真 行
ルーセントドアーズ株式会社　代表取締役社長
株式会社グローバルウェイ　社外取締役

監 査 役 村 上 亮
株式会社kokonotsu　代表取締役社長
株式会社SAKURUG　社外取締役
一般社団法人日本人材サポート協会　代表理事

４. 会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2023年９月30日現在）

（注）１. 取締役藤武寛之氏は、社外取締役であり、東京証券取引所の定める独立役員で

あります。

２. 監査役植村亮仁氏、監査役黒田真行氏及び監査役村上亮氏は、社外監査役であ

り、東京証券取引所の定める独立役員であります。

３. 取締役藤武寛之氏は、弁護士として企業法務・コンプライアンス分野において

豊富な知識・経験を有しております。

４. 監査役植村亮仁氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計において豊

富な知識・経験を有しております。

５. 監査役黒田真行氏は、長年人材関連サービスに携わり、会社経営に関する豊富

な知識・経験を有しております。

６. 監査役村上亮氏は、人事・労務分野に関する豊富な知識・経験を有しておりま

す。
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(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び各社外監査役と会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、

当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める額を責任

の限度としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の概要

　当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、当該保険契

約により被保険者の職務の執行につき、保険期間中に被保険者に対して提起

された損害賠償請求にかかる争訟費用及び損害賠償金等を填補することとし

ております。

　ただし、被保険者の故意による法令違反、犯罪行為に起因して生じた損害

等は填補されないなどの免責事由があります。

　当該保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、監査役及び執行役員

等であり、全ての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しており

ます。

(4) 取締役及び監査役の報酬等

① 基本方針

　当社は、取締役会において取締役の個人別の報酬等の方針について決定

しております。当社の取締役の報酬は、会社の経営成績及び個人の貢献度

並びに期待される役割に照らした報酬体系とし、個々の取締役の報酬決定

に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としており

ます。

② 金銭報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　当社の取締役の金銭報酬は、月例の固定報酬とし、取締役の職務の重要

性、取締役の責任の重大性、その他会社の業績等を考慮し、社外取締役及

び社外監査役を含む３名で構成する任意の報酬委員会（以下、「報酬委員

会」という。）で協議のうえ、株主総会で決議された報酬総額の範囲内

で、年度ごとに具体的金額を決定するものとしております。

③ 非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針

　当社の取締役の非金銭報酬等は、主にストックオプションとし、中長期

的な企業価値向上に向けたインセンティブ付与を目的として、当社の新株

予約権を発行付与するものとしております。当社の各取締役に対する付与

数については、業績並びに当該取締役の評価等に鑑み、取締役会が決定す
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区 分
報酬等の総額
（ 千 円 ）

報酬等の種類別の総額
（ 千 円 ） 員 数

（名）固 定
報 酬

非金銭
報酬等

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

69,700
（3,600）

69,700
（3,600）

-
（-）

４
（１）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

9,600
（9,600）

9,600
（9,600）

-
（-）

３
（３）

合 計
（う　ち　社　外　役　員）

79,300
（13,200）

79,300
（13,200）

-
（-）

７
（４）

るものとしております。

④ 金銭報酬または非金銭報酬等の取締役の個人別の報酬等の額に対する割

合の決定に関する方針

　業務執行を担う取締役の種類別の報酬の割合については、役位、職責、

業績貢献などを踏まえ、取締役会が決定するものとしております。

⑤ 当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が本方針に沿うもの

であると取締役会が判断した理由

　取締役の個人別の報酬等の内容決定にあたっては、報酬委員会が本決定

方針に基づいて検討しており、取締役会も報酬委員会の検討が本決定方針

に沿うものであると判断しております。

⑥　当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

２. 取締役の報酬限度額は、2018年12月24日開催の第15回定時株主総会において、

年額150百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいて

おります。当該株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち社外取締役は１

名）です。

３. 監査役の報酬限度額は、2018年12月24日開催の第15回定時株主総会において、

年額30百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役

の員数は３名（うち社外監査役は３名）です。

４. 当事業年度末日現在の取締役は３名（うち社外取締役は１名）であります。上

記の取締役の員数と相違しておりますのは、2023年８月31日付で辞任した取締

役１名が含まれているためであります。
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氏 名 退 任 日 退 任 理 由
退任時の地位・担当及
び重要な兼職の状況

岡﨑 太輔 2023年８月31日 辞任
取締役
２Links株式会社 代表取締役

(5) 辞任した又は解任された会社役員に関する事項

当事業年度中に退任した取締役は下記のとおりであります。

(6) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役藤武寛之氏は、ワイズ・ペイメンツ・ジャパン株式会社の監査

役、クラウドキャスト株式会社の社外取締役、一般社団法人Fintech協

会の監事、一般社団法人電子決済等代行事業者協会の理事、メリービズ

株式会社の社外監査役、合同会社Ｗリンクの業務執行社員、株式会社

Payment Technologyの社外監査役であります。当社と各兼職先との間に

は特別の関係はありません。

・監査役植村亮仁氏は、植村亮仁公認会計士事務所所長、税理士法人植村

会計所長、株式会社ヨシックスホールディングスの社外取締役、株式会

社ビジョナリーの社外監査役、ユケン工業株式会社の社外取締役、HSホ

ールディングス株式会社の監査役、ROSE　LABO株式会社の監査役、株式

会社ステイゴールドの社外監査役、株式会社ネクストワンの社外監査役

であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役黒田真行氏は、ルーセントドアーズ株式会社の代表取締役社長、

株式会社グローバルウェイの社外取締役であります。当社と各兼職先と

の間には特別の関係はありません。

・監査役村上亮氏は、株式会社kokonotsuの代表取締役社長、株式会社

SAKURUGの社外取締役、一般社団法人日本人材サポート協会の代表理事

であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。
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出席状況、発言状況及び期待される
役割に関して行った職務の概要

取締役 藤 武 寛 之

当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席

し、書面決議を14回行いました。出席した取締役会にお

いて、弁護士として培われた豊富な経験と幅広い見識に

基づいて必要な発言・提言を行い、取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし

ております。

監査役 植 村 亮 仁

当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席

し、書面決議を14回行いました。また、当事業年度に開

催された監査役会12回のうち11回に出席いたしました。

出席した取締役会及び監査役会において、公認会計士と

して培われた豊富な経験と幅広い見識に基づいて必要な

発言・提言を行っております。

監査役 黒 田 真 行

当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席

し、書面決議を14回行いました。また、当事業年度に開

催された監査役会12回のうち11回に出席いたしました。

出席した取締役会及び監査役会において、人材関連サー

ビスに関する有識者としての豊富な経験と幅広い見識に

基づいて必要な発言・提言を行っております。

監査役 村 上 亮

当事業年度に開催された取締役会15回のうち14回に出席

し、書面決議を14回行いました。また、当事業年度に開

催された監査役会12回のうち11回に出席いたしました。

出席した取締役会及び監査役会において、人事・労務分

野に関する有識者としての豊富な経験と幅広い見識に基

づいて必要な発言・提言を行っております。

② 当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　イ．公認会計士法第2条第1項の業務に係る報酬等の額
　ロ．公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬等の額

9,000千円
1,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

10,000千円

５. 会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　ゼロス有限責任監査法人

（注）当社の会計監査人でありました有限責任 あずさ監査法人は、2022年12月28日

開催の第21期定時株主総会終結の時をもって退任いたしました。

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ

で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して、監査受託のための予備調査についての対価

を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関

する議案の内容を決定いたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。

(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

① 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制

（イ）取締役及び従業員は、「会社理念」「ピアズミッション」「約束」

「ピアズイズム（行動指針）」に基づき、社会的な要請に応える適

法かつ公正な事業活動に努める。

（ロ）取締役会は､取締役会規程に則り会社の業務執行の意思決定をする。

（ハ）代表取締役社長は､取締役規程に則り取締役会から委任された会社の

業務執行の決定を行うとともに､かかる決定､取締役会決議､取締役規

程に従い職務を執行する。

（ニ）取締役会が取締役の職務の執行を監督するため､取締役は会社の業務

執行状況を取締役会規程に則り取締役会に報告するとともに､他の取

締役の職務執行を相互に監視・監督する。

（ホ）内部監査室は、内部統制の評価並びに業務の適正性及び有効性につ

いて監査する。

（へ）取締役は、重大な法令違反又はその他法令及び社内規程の違反に関

する重要な事実を発見した場合には、直ちに監査役に報告するとと

もに、遅滞なく取締役会において報告する。

（ト）使用人に対し、当社の事業に適用される法令等を識別し、法的要求

事業を遵守する基盤を整備するとともに、必要な教育や啓発を定期

的に実施する。また、関連する法規の制定・改正、当社及び他社で

重大な不祥事、事故が発生した場合等においては、速やかに必要な

研修を実施する。

（チ）内部通報規程を制定しており、問題の早期発見に努める。

（リ）監査役は、独立した立場から、内部統制システムの構築・運用状況

を含め、取締役の職務執行を監査する。

（ヌ）反社会的勢力とは取引関係も含めて一切の関係を遮断し、反社会的

勢力からの不当要求に対しては、組織全体として毅然とした対応を

とる。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（イ）取締役の職務の執行に係る情報については､法令及び文書管理規程に
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基づき作成・保存するとともに､必要に応じて取締役､監査役等が閲

覧､謄写可能な状態にて管理する。

（ロ）情報セキュリティについては、ISO27001（ISMS）における適用宣言

書、情報セキュリティスタンダード、ISMSマニュアル及び安全対策

管理規程に基づき、情報セキュリティに関する責任体制を明確化

し、情報セキュリティの維持・向上のための施策を継続的に実施す

るセキュリティ・マネジメントシステムを確立する。

（ハ）株主総会議事録、取締役会議事録、事業運営上の重要事項に関する

決裁書類など取締役の職務の執行に必要な文書については、取締役

及び監査役が常時閲覧することができるよう検索可能性の高い方法

で保存、管理する。

（ニ）個人情報については、法令及び個人情報保護マニュアルに基づき厳

重に管理する。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（イ）代表取締役社長の下に、組織横断的リスク状況の監視並びに全社的

な対応は管理部が行い､各部門所管業務に付随するリスク管理は担当

部署が行うこととする。

（ロ）各担当部署は､リスク・コンプライアンス管理規程に基づき、新たに

生じたリスクについては､速やかに対応責任者となる取締役を定め

る。

（ハ）各部門の責任者は､それぞれが自部門に整備するリスクマネジメント

の体制の下､担当職務の業務内容を整理し､内在するリスクを把握､分

析､評価した上で適切な対策を実施するとともに､かかるリスクマネ

ジメント状況を監督し､定期的に見直す。

（ニ）当社の経営に重大な影響を与えるリスクが発現した場合に備え､あら

かじめ必要な対応、方針を整備し､発現したリスクによる損失を最小

限にとどめるために必要な対応を行う。

（ホ）監査役及び内部監査室は、統合リスクマネジメント体制の実効性に

ついて監査する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（イ）取締役については､経営責任を明確にし､経営環境の変化に迅速に対

応できるようにするため､取締役を適正な員数に保つ。

（ロ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

の基礎として、取締役会を月１回定期に開催するほか、必要に応じ
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て適宜に開催する。

（ハ）経営幹部の合意形成の場として部門責任者会議を設置する。

（ニ）取締役会は､中期経営計画及び年度経営計画を策定し、代表取締役社

長以下の取締役はその達成に向けて職務を遂行し､取締役会がその実

績管理を行う。

（ホ）取締役会は、取締役会が定める経営機構及び業務分掌に基づき、代

表取締役社長、取締役に業務の執行を委任する。また、取締役は、

担当領域の具体的な目標・予算を決定するとともに効率的な業務執

行体制を構築する。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

（イ）当社グループの運営管理及び内部統制の実施に関しては、当社の内

部監査室がこれを担当するものとする。

（ロ）当社の内部監査室は、当社グループの内部統制の状況について、必

要の都度、取締役会に報告するものとする。

（ハ）当社は、子会社管理規程を定め、子会社における経営上の重要事項

の決定を当社の事前承認事項とすること等により、子会社の経営管

理を行う。

（ニ）監査役は、取締役の職務の執行を監査する必要があるときは、子会

社に対して営業又は会計に関する報告を求め、業務及び財産の状況

を調査する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　当社では、監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場

合､取締役会は監査役と協議の上､監査役を補助すべき使用人を指名するこ

とができる｡

⑦ 上記⑥の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対

する監査役の指示の実効性の確保に関する事項

（イ）監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人に対する

指揮権は監査役が持ち､取締役の指揮命令は受けないものとする｡人

事考課は監査役が行い、人事異動、処遇については、監査役と取締

役が協議する。
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（ロ）当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命

令に従う旨を当社の役員及び従業員に周知徹底する。

⑧ 監査役への報告に関する体制

（イ）取締役は、その職務の執行状況について、取締役会等の重要会議を

通じて監査役に定期的に報告を行うほか、必要の都度、遅滞なく報

告する。

（ロ）取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて、速やかにその職務の

執行状況その他に関する報告を行う。

（ハ）取締役及び使用人は、取締役は、会社に著しい損害を及ぼした事実

又は、及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちに監査役に

報告する。

（ニ）重要な決裁書類は、監査役の閲覧に供する。

⑨ 上記⑧の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱い

を受けないことを確保するための体制

　当社は、監査役に対する職務の執行状況その他に関する報告を行った当

社の役員及び従業員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを行うことを禁止し、その旨を当社の役員及び従業員に周知徹底する。

また、内部通報制度に基づく通報も同様とする。

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関

する事項

（イ）監査役会は、職務の執行上必要と認める費用について、あらかじめ

予算を計上する。

（ロ）緊急又は臨時の費用については、職務の執行上必要でないと認めら

れた場合を除き、前払い又は事後に当社に償還を請求できるものと

する。

⑪ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（イ）監査役の監査機能の向上のため、社外監査役の選任にあたっては、

専門性のみならず独立性を考慮する。

（ロ）監査役は代表取締役社長と定期的に会合を持ち､監査上の重要課題に

ついて情報・意見交換を行う。

（ハ）監査役は、職務の遂行にあたり必要な場合には、顧問弁護士又は公

認会計士等の外部専門家と連携を図る。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

① 取締役会を定例・臨時を含め15回（ほか書面決議14回）開催しました。

取締役の職務執行の適法性を確保し、また取締役の職務執行の適正性及

び効率性を高めるために、当社と利害関係を有しない社外監査役の出席

の下、法令等に定められた事項や経営に関する重要事実の決定等を行い

ました。

② 監査役会を定例・臨時を含め12回開催しました。監査役間の情報共有や

提言の取りまとめを行うとともに、取締役会に出席して取締役の職務執

行を監督する役割を果たしております。

③ リスク・コンプライアンス委員会を設置し、各分野における全社的な課

題の確認と対策の実施を行っております。

④ 内部統制システムの整備・運用状況を合法性と合理性の観点から検証・

評価するために内部監査室を設置しております。内部監査室は内部監査

計画を立案し、当社の各部門及び支社について法令・定款・各種規程に

基づいて、適法性、適正性及び効率性を鑑み、内部監査を実施いたしま

した。

⑤ 全役職員を対象としたコンプライアンス全般に関する教育を半期ごとに

実施し、社内の意識醸成に努めました。

⑥ 事業戦略会議を月１回開催し、各グループ会社からの業務執行状況の報

告を通じて、各グループ会社に対する監督を行うとともに、当社グルー

プとしての一体感を醸成する場としても機能しております。
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７. 会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する

基本方針については特に定めておりません。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

契 約 資 産

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

原 材 料

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

顧 客 関 連 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

3,664,915

2,771,980

681,842

3,387

31,118

35,757

3,698

149,747

△12,618

1,084,765

139,640

91,052

7,979

40,261

348

418,644

110,412

108,166

190,934

9,130

526,479

213,283

158,770

165,619

63,578

37,084

26,892

△138,749
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 1,129,930

買 掛 金 322,280

１年内返済予定の長期借入金 440,608

未 払 金 66,343

未 払 費 用 175,948

リ ー ス 債 務 23,825

未 払 法 人 税 等 3,166

預 り 金 16,209

賞 与 引 当 金 10,001

そ の 他 71,547

固 定 負 債 1,264,512

長 期 借 入 金 1,136,924

リ ー ス 債 務 79,260

繰 延 税 金 負 債 36,787

そ の 他 11,540

負 債 合 計 2,394,443

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,354,653

資 本 金 67,749

資 本 剰 余 金 989,960

利 益 剰 余 金 1,476,023

自 己 株 式 △179,078

新 株 予 約 権 584

純 資 産 合 計 2,355,238

資 産 合 計 4,749,681 負 債 純 資 産 合 計 4,749,681

連 結 貸 借 対 照 表

（2023年９月30日現在）
（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年10月１日から
2023年９月30日まで)

科 目 金 額

売 上 高 5,627,622

売 上 原 価 4,082,455

売 上 総 利 益 1,545,166

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,118,772

営 業 利 益 426,393

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 3,657

助 成 金 収 入 4,240

投 資 事 業 組 合 運 用 益 4,271

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 4,664

為 替 差 益 905

そ の 他 4,957 22,696

営 業 外 費 用

支 払 利 息 35,640

そ の 他 5,640 41,280

経 常 利 益 407,809

特 別 利 益

リ ー ス 債 務 解 約 益 2,071

関 係 会 社 株 式 売 却 益 135,632 137,704

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 3,250

減 損 損 失 196,143

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 134,425 333,819

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 211,693

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,188

法 人 税 等 調 整 額 △110,727 △107,538

当 期 純 利 益 319,232

非支配株主に帰属する当期純利益 -

親会社株主に帰属する当期純利益 319,232

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年10月１日から
2023年９月30日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 100,000 830,471 1,169,121 △179,078 1,920,514

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 63,618 63,618 127,237

減 資 △95,869 95,869 -

剰 余 金 の 配 当 △12,331 △12,331

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

319,232 319,232

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 △32,251 159,488 306,901 - 434,139

当 期 末 残 高 67,749 989,960 1,476,023 △179,078 2,354,653

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

当 期 首 残 高 753 - 1,921,267

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 127,237

減 資 -

剰 余 金 の 配 当 △12,331

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

319,232

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

△168 △168

当 期 変 動 額 合 計 △168 - 433,970

当 期 末 残 高 584 - 2,355,238

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

原 材 料

1年内回収予定の関係会社長期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関係会社長期貸付金

繰 延 税 金 資 産

敷 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

2,551,979

1,842,965

464,784

31,118

35,757

3,698

299,460

101,193

△227,000

1,878,170

30,443

25,537

4,905

23,489

16,322

7,166

0

1,824,238

213,283

1,229,983

146,188

243,342

162,573

43,053

31,079

30,984

△276,249
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 982,927

買 掛 金 207,473

1 年内返済予定の長期借入金 440,608

未 払 金 212,589

未 払 費 用 58,713

未 払 法 人 税 等 2,700

預 り 金 9,132

賞 与 引 当 金 4,312

そ の 他 47,398

固 定 負 債 1,136,924

長 期 借 入 金 1,136,924

負 債 合 計 2,119,851

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 2,309,715

資 本 金 67,749

資 本 剰 余 金 989,960

資 本 準 備 金 511,354

その他資本剰余金 478,605

利 益 剰 余 金 1,431,084

その他利益剰余金 1,431,084

繰越利益剰余金 1,431,084

自 己 株 式 △179,078

新 株 予 約 権 584

純 資 産 合 計 2,310,299

資 産 合 計 4,430,150 負 債 純 資 産 合 計 4,430,150

貸　借　対　照　表

（2023年９月30日現在）
（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年10月１日から
2023年９月30日まで)

科 目 金 額

売 上 高 3,061,553

売 上 原 価 2,048,120

売 上 総 利 益 1,013,432

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 618,252

営 業 利 益 395,180

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 11,571

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 4,664

為 替 差 益 905

投 資 事 業 組 合 運 用 益 4,271

そ の 他 1,677 23,089

営 業 外 費 用

支 払 利 息 30,018

そ の 他 2,641 32,659

経 常 利 益 385,610

特 別 利 益

子 会 社 株 式 売 却 益 10,000

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 29,517 39,517

特 別 損 失

子 会 社 株 式 評 価 損 6,000

固 定 資 産 除 却 損 3,250

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 352,500 361,750

税 引 前 当 期 純 利 益 63,378

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,702

法 人 税 等 調 整 額 △145,591 △142,888

当 期 純 利 益 206,266

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年10月１日から
2023年９月30日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 100,000 447,735 382,735 830,471 1,237,149 1,237,149 △179,078 1,988,541

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 63,618 63,618 63,618 127,237

減 資 △95,869 95,869 95,869 -

剰余金の配当 △12,331 △12,331 △12,331

当 期 純 利 益 206,266 206,266 206,266

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当期変動額合計 △32,251 63,618 95,869 159,488 193,935 193,935 - 321,173

当 期 末 残 高 67,749 511,354 478,605 989,960 1,431,084 1,431,084 △179,078 2,309,715

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 753 1,989,295

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 127,237

減 資 -

剰余金の配当 △12,331

当 期 純 利 益 206,266

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

当 期 変 動 額 ( 純 額 )
△168 △168

当期変動額合計 △168 321,004

当 期 末 残 高 584 2,310,299

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
2023年11月23日

株式会社ピアズ

　取締役会　御中

ゼロス有限責任監査法人
　東京都千代田区
指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 小 岩 義 行

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 松 本 慎 一 郎

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ピアズの2022年10月１日から2023

年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、株式会社ピアズ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間

の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記

載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ

セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお

いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相

違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤

りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある

連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立

場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す

る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理

的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に

関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手

した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して

重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認

められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要

な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事

項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査

証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び

内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す

る。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ

適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関し

て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい

るその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要

因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
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利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以　上
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独立監査人の監査報告書
2023年11月23日

株式会社ピアズ

　取締役会　御中

ゼロス有限責任監査法人
　東京都千代田区
指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 小 岩 義 行

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 松 本 慎 一 郎

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ピアズの2022年10月１日か

ら2023年９月30日までの第22期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監

査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロ

セスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監

査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

計算書類に係る会計監査報告
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算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること

が含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基

づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場

から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可

能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見

込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに

対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監

査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関

連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の

見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不

確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見

を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ

る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内

容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められてい

るその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要

因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　上
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2022年10月１日から2023年９月30日までの第22期事業年度の取締役の職

務の執行及び計算書類等に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結

果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし

ます。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社

及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また子会社に

ついては、子会社の取締役と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法定及び定款に適応することを確

保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を

確保するために必要なものとして、会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定

める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている

体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の

状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま

した。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適切に行われて

いることを確保するための体制」（会社計算規則等第131条各号に掲げる事項）を

「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類

（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細

書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書

及び連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事

実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について

も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人「ゼロス有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人「ゼロス有限責任監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。

2023年11月23日

株 式 会 社 ピ ア ズ 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役
（社外監査役）

植 村 　 　 亮 仁 ㊞

社 外 監 査 役 黒 田 　 　 真 行 ㊞

社 外 監 査 役 村 上 　 　 　 亮 ㊞
　

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第22期の期末配当につきましては、当事業年度の業績並びに今後の事業展開

等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

(1)配当財産の種類

金銭

(2)配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式 １株につき金８円34銭

配当総額 79,576,777円

(3)剰余金の配当が効力を生じる日

2023年12月25日
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当
社の株式数

１
桑 野 隆 司

(1976年７月７日生)

2001年４月　有限会社ビークー入社

2005年１月　有限会社ピアズ(現当社)

            代表取締役社長就任(現任)

2012年１月　株式会社プロパゲーション設立

            代表取締役社長就任

2013年７月　株式会社ＴＡＧ設立

            代表取締役社長就任

2014年４月　HalloHallo Business Inc.

            取締役就任

2016年７月　株式会社３－ＳＨＩＮＥ設立

            代表取締役社長就任(現任)

240,000株

２

栗 田 智 代

(現姓:大澤)

(1981年７月１日生)

2005年４月　株式会社大垣共立銀行入行

2009年１月　当社入社

2020年12月　当社取締役就任（現任）

110,800株

３
藤 武 寛 之

(1972年５月１日生)

1996年４月　株式会社ジェーシービー入社

2012年11月　最高裁判所司法研修所入所

2013年12月　弁護士法人クレア法律事務所入所

2014年６月　ワイズ・ペイメンツ・ジャパン株式会

社

            監査役就任（現任）

2015年９月　一般社団法人Fintech協会

            監事就任（現任）

2016年１月　リンクパートナーズ法律事務所設立

2017年９月　クラウドキャスト株式会社

            社外取締役就任（現任）

2018年４月　当社社外取締役就任（現任）

2018年６月　一般社団法人電子決済等代行事業者協

会

            理事就任（現任）

2020年５月　メリービズ株式会社

            社外監査役就任（現任）

2020年６月　合同会社Ｗリンク

            業務執行社員就任（現任）

2022年９月　株式会社Payment Technology

            社外監査役就任（現任）

-

第２号議案　取締役３名選任の件

　取締役全員（３名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。

　つきましては、取締役３名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．藤武寛之氏は、社外取締役候補者であります。
３．藤武寛之氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士として企業法

務・コンプライアンス分野において豊富な知識・経験を有している
ことから、その経営に対する豊富な経験と幅広い見識を当社経営に
反映できるものとして選任をお願いするものであります。

４．当社は、藤武寛之氏が再任された場合は、同氏との間で会社法第427
条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定
する契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額
といたします。

５．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項の規定に基づく
役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者が職務の執行に
関して責任を負うこと、又は、当該責任の追及に係る請求を受入れ
ることによって生ずることのある損害について、填補することとし
ております。各候補者が選任され就任した場合は、当該保険契約の
被保険者となります。役員等賠償責任保険契約の契約期間は１年間
であり、当該期間満了前に取締役会において決議の上、これを更新
する予定です。

６．当社は、藤武寛之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
届け出ております。同氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏
を独立役員とする予定であります。

以上
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会場： 東京都千代田区内幸町１丁目３番１号

幸ビルディング

ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター12階

ルーム12Ｃ

TEL 03－5510－1351

交通 都営三田線 内幸町駅 日土地内幸町ビル口より 徒歩約１分

ＪＲ山手線 新橋駅 日比谷口より 徒歩約７分

東京メトロ日比谷線 霞ケ関駅

東京メトロ丸ノ内線 霞ケ関駅

東京メトロ千代田線 霞ケ関駅

Ｃ４出口より 徒歩約８分

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

地下鉄
霞ヶ関駅

地下鉄
内幸町駅

地下鉄
新橋駅

JR新橋駅

地下鉄
虎ノ門駅

TKP新橋
カンファレンスセンター

C4出口

A2出口

8番出口

日比谷口

日土地内幸町ビル口
ヒューリック
虎ノ門ビル

りそな銀行

西新橋スクエア外堀通り

横浜銀行

みずほ
銀行

日比谷公園音楽堂
帝国ホテル東京

NTT 日比谷ビル

みずほ銀行

内幸町
ホール

第一ホテル東京

富国生命ビル

ローソン

日比谷公園

日比谷シティー

経済産業省

日
比
谷
通
り

桜
田
通
り

飯野ビル

内
堀
通
り

日土地
内幸町ビル

日土地
内幸町ビル

ドコモ
ショップ


